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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第105期

第３四半期
連結累計期間

第106期
第３四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日

至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日

売上高 （百万円） 100,036 105,394 149,525

営業利益 （百万円） 2,782 2,481 5,029

経常利益 （百万円） 2,381 2,030 4,475

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（百万円） 1,751 1,132 3,990

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,949 1,828 5,407

純資産額 （百万円） 34,190 38,933 37,648

総資産額 （百万円） 75,345 82,501 84,293

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 26.43 17.08 60.22

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.9 45.7 43.3
 

 

回次
第105期

第３四半期
連結会計期間

第106期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日

至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日

至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.21 4.52
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における全国の新車販売台数は、前年同四半期比4.5％増（登録車1.4％増・軽自動車

10.5％増）となりました。

当社グループのマーケットである東京都内の新車販売台数につきましては、同2.1％増（登録車1.0％増・軽自動

車7.3％増）となっております。

当社グループの新車販売につきましては、直近の当第３四半期連結会計期間（10月～12月）において、日産自動

車グループの車両製造工場での完成検査工程における不備に伴う車両の製造・出荷停止の影響により、受注台数は

ほぼ前年並みで推移したものの、一時的に登録ができない状況にありました。これにより10月～12月の販売台数は

減少いたしましたが、上半期が販売台数増で推移していたことにより、４月からの累計では20,788台（前年同四半

期比1,476台増、7.6％増）となっております。

この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は105,394百万円（前年同四半期比5,358百万円

増、5.4％増）、営業利益は2,481百万円（前年同四半期比300百万円減、10.8％減）、経常利益は2,030百万円（前

年同四半期比350百万円減、14.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,132百万円（前年同四半期比619百

万円減、35.3％減）となりました。

完成検査工程における不備の影響と前年に新型セレナ・新型ノートの新型車効果があったこと等もあり、前年比

では減益となっておりますが、当社グループの重要な指標である営業利益はほぼ例年通りの業績となっておりま

す。

（第３四半期連結累計期間の連結営業利益実績推移）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

2,153百万円 1,988百万円 3,655百万円 1,631百万円 2,398百万円 2,782百万円 2,481百万円
 

　　

当社グループは、自動車関連事業及び情報システム関連事業を主な事業として展開しており、当第３四半期連結

累計期間の報告セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①　自動車関連事業

日産自動車グループの完成検査工程における不備により、出荷済車両の再検査が必要となりました。ご注文を

いただいたお客さまに１日でも早くお届けするための再検査の実施と、既に納車させていただいたお客さまへの

リコール対応等、信頼回復のためのお客さま対応を最優先に取り組み、現在は概ね正常にお届けできる状況に

なっております。

なお、当第３四半期連結累計期間の新車販売台数は前述の通り推移いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は98,471百万円（前年同四半期比4,812百万円増、5.1％増）、

セグメント利益（営業利益）は2,630百万円（前年同四半期比421百万円減、13.8％減）となりました。
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②　情報システム関連事業

データセンターなどのマネージドサービス事業が堅調に推移するとともに、ハードウェアビジネスに伴う導入

支援サービスや大規模なパソコン代替案件の増加などにより、売上高は6,624百万円（前年同四半期比557百万円

増、9.2％増）、セグメント利益（営業利益）は388百万円（前年同四半期比150百万円増、63.1％増）となりまし

た。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産

当第３四半期連結会計期間末における総資産は82,501百万円（前連結会計年度比1,792百万円減、2.1％減）と

なりました。主な内容は、現金及び預金が928百万円、有形固定資産が1,014百万円、投資有価証券が842百万円、

その他投資資産が728百万円増加し、受取手形及び売掛金が3,414百万円、商品が238百万円、長短繰延税金資産が

796百万円、その他流動資産が735百万円減少しております。

②　負債

当第３四半期連結会計期間末における負債は43,567百万円（前連結会計年度比3,077百万円減、6.6％減）とな

りました。主な内容は、買掛金が999百万円、未払法人税等が566百万円、賞与引当金が683百万円、長短借入金が

616百万円、長短リース債務が263百万円減少しております。

③　純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産は38,933百万円（前連結会計年度比1,285百万円増、3.4％増）と

なりました。主な内容は、配当金の支払が532百万円ありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益を1,132

百万円計上したことにより利益剰余金が599百万円及びその他有価証券評価差額金の増加によりその他の包括利益

累計額が568百万円増加しております。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,400,000

計 136,400,000
 

 

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成29年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成30年２月９日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 66,635,063 66,635,063
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数100株

計 66,635,063 66,635,063 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残　高
(百万円)

資本準備金
増　減　額
(百万円)

資本準備金
残　　　高
(百万円)

平成29年12月31日 － 66,635,063 － 13,752 － 241
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

2,604 －
普通株式 315,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 66,307,300 663,073 －

単元未満株式 普通株式 11,963 － －

発行済株式総数  66,635,063 － －

総株主の議決権 － 665,677 －
 

(注) １．「完全議決権株式（自己株式等）」の普通株式には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」により資産管理サービ

ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）名義となっている自己株式が260,400株含まれております。

２．「単元未満株式」には、自己株式87株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

日産東京販売ホールディングス
株式会社

東京都品川区西五反田
４－32－１

55,400 260,400 315,800 0.47

計 － 55,400 260,400 315,800 0.47
 

(注)　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度
の信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行株式会社
（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランド トリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、明治アーク監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,175 10,104

  受取手形及び売掛金 9,016 ※１  5,601

  商品 10,540 10,302

  仕掛品 348 413

  貯蔵品 62 36

  繰延税金資産 1,534 1,102

  その他 3,732 2,996

  貸倒引当金 △5 △2

  流動資産合計 34,406 30,555

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 6,747 7,188

   リース資産（純額） 6,737 6,473

   土地 17,181 17,182

   その他（純額） 6,541 7,377

   有形固定資産合計 37,207 38,222

  無形固定資産   

   のれん 1,264 1,196

   その他 226 260

   無形固定資産合計 1,491 1,456

  投資その他の資産   

   投資有価証券 4,230 5,073

   繰延税金資産 2,657 2,292

   その他 4,854 5,582

   貸倒引当金 △554 △681

   投資その他の資産合計 11,188 12,266

  固定資産合計 49,887 51,945

 資産合計 84,293 82,501
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 17,176 16,177

  1年内返済予定の長期借入金 740 496

  リース債務 472 470

  未払法人税等 687 120

  賞与引当金 1,367 683

  資産除去債務 160 160

  その他 6,537 6,608

  流動負債合計 27,141 24,715

 固定負債   

  長期借入金 756 384

  リース債務 6,264 6,003

  繰延税金負債 178 232

  退職給付に係る負債 11,826 11,688

  資産除去債務 303 389

  その他 174 154

  固定負債合計 19,504 18,852

 負債合計 46,645 43,567

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,752 13,752

  資本剰余金 256 256

  利益剰余金 20,661 21,261

  自己株式 △125 △101

  株主資本合計 34,544 35,168

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,810 2,429

  退職給付に係る調整累計額 156 106

  その他の包括利益累計額合計 1,967 2,536

 非支配株主持分 1,136 1,228

 純資産合計 37,648 38,933

負債純資産合計 84,293 82,501
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 100,036 105,394

売上原価 75,387 80,562

売上総利益 24,648 24,832

販売費及び一般管理費 21,866 22,351

営業利益 2,782 2,481

営業外収益   

 受取利息 1 0

 受取配当金 84 93

 為替差益 ※１  47 －

 還付消費税等 ※２  53 －

 雑収入 27 35

 営業外収益合計 214 130

営業外費用   

 支払利息 111 102

 支払手数料 183 186

 貸倒引当金繰入額 182 133

 雑損失 137 158

 営業外費用合計 615 581

経常利益 2,381 2,030

特別利益   

 固定資産売却益 16 －

 投資有価証券売却益 0 55

 受取補償金 ※３  516 －

 特別利益合計 533 55

特別損失   

 固定資産除売却損 68 33

 投資有価証券評価損 3 －

 たな卸資産評価損 ※４  195 －

 特別損失合計 268 33

税金等調整前四半期純利益 2,646 2,052

法人税、住民税及び事業税 338 182

法人税等調整額 484 616

法人税等合計 822 798

四半期純利益 1,823 1,253

非支配株主に帰属する四半期純利益 72 121

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,751 1,132
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 1,823 1,253

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 113 625

 退職給付に係る調整額 13 △50

 その他の包括利益合計 126 574

四半期包括利益 1,949 1,828

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,875 1,701

 非支配株主に係る四半期包括利益 74 127
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【注記事項】

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

受取手形 － 20百万円
 

 

　２．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

当座貸越極度額の総額 10,700百万円 10,700百万円

借入実行残高 － －

　　差引額 10,700百万円 10,700百万円
 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）の営業外収益に計上しておりま

す「為替差益」は、前々連結会計年度におけるカナダ子会社の事業譲渡に伴う清算配当金等に係る為替レート差

であります。

※２．前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）の営業外収益に計上しておりま

す「還付消費税等」は、過年度分（平成27年３月期～平成28年３月期の２ヶ年分）に係る消費税等の更正の請求

に伴う還付税額であります。

※３．前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）の特別利益に計上しております

「受取補償金」は、三菱自動車工業の燃費認証値に関する問題が公表されたことによる軽自動車の「デイズ」

「デイズルークス」（ＯＥＭ車）の販売停止に伴う逸失利益等に対する補償金であります。

※４．前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）の特別損失に計上しております

「たな卸資産評価損」は、三菱自動車工業の燃費認証値に関する問題が公表されたことによる軽自動車の「デイ

ズ」「デイズルークス」（ＯＥＭ車）の中古車相場下落に伴う在庫車両に対する評価損等であります。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日

 至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日

 至 平成29年12月31日)

減価償却費 2,376百万円 2,521百万円

のれんの償却額 67百万円 67百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 466 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金
 

(注)　平成28年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設

定した信託が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 532 8.00 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金
 

(注)　平成29年６月20日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設

定した信託が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 (注) 合計自 動 車

関連事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高      

　外部顧客への売上高 93,659 6,067 99,726 309 100,036

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
4 453 457 － 457

計 93,663 6,520 100,184 309 100,494

セグメント利益 3,051 238 3,289 97 3,387
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 3,289

「その他」の区分の利益 97

全社費用 (注) △604

四半期連結損益計算書の営業利益 2,782
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係るものであります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 (注) 合計自 動 車

関連事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高      

　外部顧客への売上高 98,471 6,624 105,096 298 105,394

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
3 303 307 － 307

計 98,475 6,928 105,403 298 105,702

セグメント利益 2,630 388 3,018 97 3,116
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 3,018

「その他」の区分の利益 97

全社費用 (注) △634

四半期連結損益計算書の営業利益 2,481
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係るものであります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第３四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 26.43円 17.08円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額　(百万円) 1,751 1,132

普通株主に帰属しない金額　(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額　(百万円)

1,751 1,132

普通株式の期中平均株式数　(千株) 66,274 66,288
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式に計上されている「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」に残存する自社の株式は、１株

当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　なお、１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第３四半期連

結累計期間305千株、当第３四半期連結累計期間291千株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成30年２月８日

日産東京販売ホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

明治アーク監査法人
 

　

指定社員
業務執行社員

 公認会計士   吉　　村　　　淳　　一　　㊞
 

　

指定社員
業務執行社員

 公認会計士   冨　　岡　　 慶 一 郎　　㊞
 

　

指定社員
業務執行社員

 公認会計士   三　　島　　　徳　　朗　　㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日産東京販売

ホールディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産東京販売ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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